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＜要旨＞ 

根来・向（2007）、向・根来（2007）、Mukai and Negoro(2009)は、セブン-イレブンの

ビジネスシステムを、差別化システムを用いて時系列に分析することにより、１）情報シ

ステムは「仕組」に組み込まれることにより、差別化や企業の経営指標に貢献する、２）

差別化システムは整合性を保ちながら発展しており経路依存的な傾向を持つ、ことについ

て議論を行った。 

本稿では、セブン-イレブンの事例とは異なり、ビジネス上大きな変革を行った企業、松

下電器産業（現パナソニック）の分析を行う。「創生 21」中期計画前後のビジネスシステ

ムを、差別化システム図を用いて分析することにより、１）ビジネス変革期において、多

くの活動が置き換えられるのに対し、過去の有効な資源がその後のビジネスの再生に重要

な役割を果たすこと、２）差別化システム上「仕組」は差別化に対する合理的枠組みを提

供しており、その枠組みを通じて活動の置き換えと資源の飛躍的な質的向上が見られるこ

と、を示す。 

 

キーワード：差別化システム、仕組、資源蓄積、組織学習 
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第１章 はじめに 
 

第1節 研究の背景 
近年、IT 技術に代表される個々の技術そのもの、またそれを用いた活動自身は、容易に

他の企業の知るところとなる。つまり、技術や、新規のビジネスモデルは、コモディティ

化のスピードが増し、模倣可能性が高まっているかもしれない（Brynjolfsson,2008）。た

だし、根来・向（2007）、向・根来（2007）、Mukai and Negoro(2009)にもあるように、

同じ IT 技術を用いても、そこから得られる経営上のパフォーマンスや差別化の度合いは

企業ごとに異なることが予想される。つまり、差別化システム上の「仕組」の存在と、そ

こにいたるビジネスシステムの発展プロセスが、他社に対する模倣困難性をもたらす。 

根来・向（2007）、向・根来（2007）、Mukai and Negoro(2009)は、セブン-イレブンの

ビジネスシステムを、差別化システムを用いて時系列に分析することにより、１）情報シ

ステムは「仕組」に組み込まれることにより、差別化や企業の経営指標に貢献する、２）

差別化システムは整合性を保ちながら発展しており経路依存的な傾向を持つ、ことについ

て議論を行った。 

本稿では、セブン-イレブンにおける、同一ベクトル上でビジネスシステムが発展してい

く事例とは異なり、ビジネス上大きな変革を行った企業、松下電器産業株式会社（現パナ

ソニック株式会社）の事例を分析する。分析では、戦後の成長期、1990 年代戦後の変革試

行期、及び、「創生 21」、「躍進 21」両中期計画を取り上げ、松下電器産業が他の総合電機

メーカーに対し、どのようなかたちで優位な立場に立ったか、差別化システムを用いて分

析を行う。 

結論を先取りすると、松下電器産業においては、１）ビジネス変革期において、多くの

活動が置き換えられるのに対し、過去の有効な資源がその後のビジネスの再生に重要な役

割を果たしていること、２）差別化システム上、「仕組」は差別化に対する合理的枠組みを

提供しており、その枠組みを通じて活動の置き換えと資源の飛躍的な質的向上が見られる

こと、を示す。 

 

 

第2節 事例の選定について 
 

本稿では、松下電器産業株式会社（現パナソニック株式会社）を事例として取り上げる。

分析対象として取り上げた理由として、以下の３点があげられる。 

1. 2000 年に中村氏が社長就任することを境として業績が改善しており、他の総合電気

メーカーと比較しても優れた経営指標を持つ企業群に属する。 



向 正道 「変革期のビジネスシステムとその発展プロセス ―松下電気産業の創生 21、躍進 21 中期計画の考察―」（2009.10） 

 
  早稲田大学 IT 戦略研究所 working paper 

5

2. セブン-イレブンと同様、IT 技術の活用をビジネスの重点成功要因と位置づけてい

る。 

3. セブン-イレブンと異なり、ビジネス上の大きな改革を実行している。 

 

松下電器産業の「創生 21」、「躍進 21」両中期計画については、多数の書籍、文献で取

り上げられており、本稿でもこれら文献を参考に分析を進める。 

 

第3節 研究の方法 
 

根来・向（2007）、向・根来（2007）、Mukai and Negoro(2009)同様に、差別化システ

ム図を分析のフレームワークとして用いる。差別化システム図は、資源、活動、差別化（成

果）の三つのレイヤーからなり、資源が活動を通じて、差別化にどのように貢献するか示

すことができる。 

差別化システムは、単に、強みを機会に結びつけるという、原因→結果という単純な構

造ではなく、資源／活動／成果の各構成要素がそれぞれの階層内部であるいは階層をまた

がってお互いを強化しあう「相互作用モデル」としての特徴を持つ。多くの成功した企業

の事例からも、ある単一の資源や活動のみによって長期的な競争優位がもたらされること

は少ない。 

 

差別化資源 活動

（能力）

仕組み

 

図１ 差別化システム図 
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根来(2008)、根来・角田(2009)、Mukai and Negoro(2009)は、差別化システムの中でも、

差別化に大きな影響を与える部分システムとしての「仕組」の存在を指摘する。根来(2008)

は、「ある差別化に、すべての資源と活動が一様に影響しているわけではない。ある差別化

項目に対して影響度が強い部分システムを分離できる」とし、「仕組」を、「ある経営資源

とある自社活動が結びついてできあがるビジネスシステムの部分システム」と定義してい

る1。 

なお、差別化システム図の記述については、根来・向（2007）、Mukai and Negoro(2009)

と同様に、「差別化」のために「活動」が意図する指標を理解しやすくするために、「活動

水準（精度）」を「差別化」レイヤー内に付け加える。 

 

                                                      
 
1  活動、資源の組み合わせで、どこまでを「仕組」の範囲とするかは、分析者の認識に依存するこ

ととなる。その意味で、資源、活動は実在する要素であるが、「仕組」は企業の差別化を説明す

るための概念的な枠組みと捉えたほうがよい。 
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第２章 松下電器産業（パナソニック） 
 

第1節 松下電器産業 業績の推移 
 

松下電器産業は 1918 年に創業し、戦後の高度成長期の波に乗り、日本を代表する総合

電気メーカーに発展した。戦後の松下電器産業の成長は、大量生産・大量販売モデルによ

るもので、これを、全国に展開された系列販売網、多岐にわたる製品ラインナップ、安価

で高い品質の商品を提供できる開発・生産技術の３点で支えてきた。また組織的には、1933

年に事業部制を導入しており、戦後、非常に早いスピードで拡大する製品多角化を支えて

いる。この経営手法は、国内のみならず海外でも優れた経営手法として認められている2。 

しかし、1980 年代になると、技術面ではデジタル化・システム化、販売面では家電量販

店に代表される非系列販売チャネルへと経営環境が変化し始める。旧来は、多少、事業部

間で製品が重複しても、「担当事業部が完全に決まらない黎明期の製品を、複数の事業部で

切磋琢磨していくことは競争力の強化につながった」（中村,2002）とされており、事業部

間での経営資源の重複を強くは否定しなかった。ただし、経営環境の変化を伴い、製品開

発に必要なリソースの増加、製品ライフサイクルの短命化から、製品開発における経営資

源の重複が問題視されるようになった。同じく、他社製品がすぐ隣に並べられる家電量販

店では、系列販売店のように、製品の魅力を顧客へ直接訴求することが難しくなってきた。

1980 年代中頃から、デジタル技術への投資や組織面の改革を繰り返すが、例えばフラット

管テレビで 2 年も出遅れる3など、十分な成果が得られていたとはいいにくい。 

このような経営環境下における、売上高、資産合計額、経常利益額の推移を図２に示す4。 

                                                      
 
2  経営者である松下幸之助氏に関する書籍が、海外も含めた書籍が出版されており、また、米 TIME

紙（1962 年 2 月 23 日）の表紙を飾った 2 人目の日本人実業家としても知られている。 
3  SONY 社のフラット菅テレビ VEGA に対して、松下電器産業のタウは 2 年出遅れる。 
4  経営指標は日経 NEEDS の連結財務データを利用。 
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図２ 売上高、総資産、経常利益の推移 

 

総資産は 1985 年ごろから急増している。その後、1990 年代前半より、徐々に減少して

いく傾向にある。 

売上額、経常利益額は、1985 年前後まで増加の傾向にある。売上高は 2003 年まで大き

な増額はないが、2003 年以降増加に転ずる。経常利益額 1985 年前後から徐々に下落し、

2002 年には大規模な赤字に陥る。2003 年以降急速に改善する。 

次に、図３に棚卸資産回転率、経常利益率、総資産利益率の推移を示す。 
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図３ 棚卸資産回転率、経常利益率、総資産回転率の推移 

 

経常利益率、総資産利益率については、1985 年前後より悪化傾向にある。その後、2002
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年の赤字を境に改善傾向にある。棚卸資産回転率は 1970 年代～2000 年にかけて、それほ

ど変化はないが、2003 年以降は 2 割強の改善が見られる。 

2003 年以降の各経営指標の改善は、2000 年に社長に就任した中村氏（現会長）の貢献

が大きいと考えられる。創生 21 計画、躍進 21 計画の両中期計画により、業績の V 字回復

を果たしている。両中期計画の成果は、業績面の指標だけでなく、V 商品、ブラックボッ

クス技術等、技術開発面の成果も見られる。図４にデジタル基盤のコスト面、図５に製品

開発リードタイム面の優位性を示す。 

 

 
図４ デジタル基盤コストの削減 

「アニュアルレポート 2005」 より 

 

 

図５ 製品開発リードタイムの短縮 

「アニュアルレポート 2005」 より 

 

これらの指標だけでなく、プラズマディスプレイ TV、DVD、デジタルカメラ、ななめ
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ドラム洗濯機等、多くの競争力のあるヒット商品が発売されている。図６に、洗濯乾燥機

の販売単価、売上金額構成比について示す。両指標から、ななめドラム洗濯機は、競争力

のある製品であることがわかる。 

 

図６ ななめドラム洗濯機の市場での競争優位性 

「アニュアルレポート 2005」 より 

 

上述のように、製品魅力度、コスト面の優位性が発揮され、松下電器産業は業界でも優

れた経営指標を持つ企業になった。図７、図８に、他の総合電気メーカーと、経常利益率、

総資産回転率を比較する。松下電器産業は上位の企業群に位置している。 
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図７ 経常利益率の比較 
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図８ 総資産回転率の比較 

 

また、2000 年以降、松下電器産業が重視した棚卸資産回転率についても他社との比較を
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行う。2007 年度は、比較した企業内で最上位に位置する。 
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図９ 棚卸資産回転率の比較 

 

 

第2節 松下電器産業 ビジネスシステムの変遷 
 

経営指標の推移から、松下電器産業の事業活動を４つのフェーズに分けることができる。 
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表１ 松下電器産業 事業活動 

（注）創生 21 計画期、躍進 21 計画期は中村社長による同一企業戦略をとるためフェーズを分けないほうが適

切と考える。 

 

創業期からの、外部環境、組織構造、技術・生産、および販売面の事業活動の変遷を図

１０に示す。 

フェーズ 説明 

1. 戦前創業期 

（1918 年～1945 年） 

• 基礎的な事業運営の仕組みが構築された時期。 

• 事業部制、系列販売チャネル、初期の製品構成。 

2. 戦後～成長期 

（1946 年～1984 年） 

• 戦後復興、高度成長の波に乗り、大きく成長。 

• 製品多角化、また大量生産・大量販売により、事業が非常に

広範囲に及ぶ。 

3. 変革試行期 

（1985 年～2000 年） 

• 売上は微増ながら、徐々に利益率を落としていく。 

• デジタル化、非系列販売チャネル等の環境変化に対応するた

め試行錯誤を繰り返す。 

4-1. 創生 21 計画期 

（2000 年～2003 年） 

• 創業以来の赤字に転落。 

• 「創造と破壊」により、事業構造を中心とした変革が行われ

る。 

4-2. 躍進 21 計画期 

（2004 年～2006 年） 

• 「創生 21 計画」の成果が見え始める。 

• 事業の集中と選択が進み、強みが強化されていく。 
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図１０ 事業活動の変遷 
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本稿では、各フェーズの事業の特徴を整理し、経営指標に有意な変化をもたらした「創

生 21 計画」、「躍進 21 計画」の両中期計画を中心に分析を進める。 

 

（1） 戦前創業期（1918 年～1945 年） 

1918 年 3 月 7 日、松下電器産業の前身となる「松下電気器具製作所」が、松下幸之助

により創設された。当初は、「アタッチメントプラグ」、自転車用「砲弾型ランプ」等、電

気部品を扱っていた。その後、アイロン、ラジオ等のヒット商品により、徐々に事業が拡

大していく。1932 年 5 月 5 日には、第 1 回創業記念式を迎え、「水道哲学」として知られ

る経営理念を発表する。 

 

「産業人の使命は貧乏の克服である。そのためには、物資の生産に次ぐ生産をもって富

を増大させなければならない。水道の水は加工され価あるものであるが、通行人がこれを

飲んでもとがめられない。それは量が多く、価格があまりにも安いからである。産業人の

使命も、水道の水のごとく物資を豊富にかつ廉価に生産提供することである。それによっ

てこの世から貧乏を克服し、人々に幸福をもたらし、楽土を建設することができる。わが

社の真の使命もまたそこにある」5 

 

1933 年には門真に本社を移し、「自主責任経営の徹底」と「経営者の育成」を狙いとし、

その後の経営の根幹をなす事業部制に移行する。事業部制は、「製品の開発から生産、販売、

収支に至るまで、一貫して責任をもつ独立採算制」が特徴である6。 

販売面では、1932 年に一般的な代理店契約（他社製品も販売）から製品別契約（特定の

製品については松下のものだけしか扱わないという専売代理店制）に販売店の変更を推進

する。同時に、配当金付積立金制度の採用や、機関紙「松下電器月報」を発刊等により、

1941 年末には１万店を超えるまでに販売網が拡大する。戦後の成長期には、これらの系列

販売網が松下電器産業の成長に大きく貢献することとなる。 

まとめると、戦前創業期に、①多角化された事業を運営する事業部制、②系列販売チャ

ネルの組織化、が事業の基礎として確立し、その後の事業に大きく貢献していくこととな

る。 

 

（2） 戦後～成長期（1946 年～1984 年）  

戦後の復興期を乗り越え、朝鮮戦争、また、1950 年代後半から「三種の神器」に代表さ

                                                      
 
5  パナソニックホームページ 社史より http://panasonic.co.jp/history/chronicle/1932-01.html  
6  パナソニックホームページ 社史より http://panasonic.co.jp/history/chronicle/1933-02.html  
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れる家電ブームの波に乗り、高度成長期に大きく事業が拡大することとなる。 

戦後復興期は、他社と比較して販売面を重視する戦略をとる。早い段階に系列販売網の

量的な優位性を築くことが、その後の成長のカギとなっていく。1949 年に戦前の「連盟店

制度」復活させ、1951 年には月賦販売会社設立、1957 年には「ナショナル店会」、「ナシ

ョナルショップ制度」を制定する。他の主要 5 メーカーも同様にそれぞれの系列網を拡大

していった。しかし、松下電器産業の場合、その構築が他社より早かったため、優秀な代

理店を取り込むことに成功したと言われている7。販売する製品も品種が多様化するにつれ

て、必然的に、連盟店制度は個々の製品別のものから全製品を扱う「総合連盟店制度」へ

移行していく。 

技術面は、1952 年にフィリップス社との提携、同時期に中央研究所を設置するなど、製

品多角化を推進する技術力の蓄積が進んでいく。これらの施策が、各種エレクトロニクス

応用機器の品質を世界的な水準に高めるのに大きく貢献したと言われている8。ただし、当

時は、他社と比較して圧倒的な技術面の優位性を強みとしていたわけではなく、「他社より

も高品質、高機能の製品を作り、シェアを奪っていく」9 、また、「画期的な商品の販売

を追求するのではなく、むしろ他社で消費者に支持される商品が開発された後に、即座に

類似の商品を他社よりも安価で良質に作って追従する」10、すなわち、他社製品の模倣を

いとわず、「大量生産、大量販売」により事業が拡大していくビジネスモデルであった。 

当時は、「穴が開くより、少しぐらい競合があったほうがいい」11、また「アナログ製品

中心の時代には、担当事業部が完全に決まらない黎明期の製品を、複数の事業部で切磋琢

磨していくことは競争力の強化につながった」12と考えられており、多少の経営資源の重

複があっても、製品フルラインナップ化により大きく事業が成長した時期であった。この

ような製品多角化にともない多数の事業部に組織が細分化されていく。 

当時の差別化システム図を図１１に示す。 

                                                      
 
7  下谷,1998,P.200-203 より、他社と比較して 2 倍以上の販売系列店を持つことが分かる。 
8 下谷,1998,P.138 より 
9  長田,2008,PP.135-136 より 
10  伊丹,2007,P.101-103 より 
11  森,2005,P.59 より 
12  中村,2002 
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ブランド認知度
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小売店との共存関係

資源 活動 差別化（活動水準） （成果）

大量生産

売れ筋製品市場投入

大量生産・大量販売

情報システム
が関与

新しく追加
質的向上

重点活動 経営指標
の変化  

図１１ 戦後～成長期 差別化システム図 

 

なお、松下電器産業は順調に成長してきたわけではない。例えば、1950 年代中頃の重電

機メーカーによる海外メーカーとの技術提携、また、オイルショックによる景気低迷等、

の経営の危機的状況もあった13。このような経営環境の変化に対して、松下電器産業は組

織構造の集中（本部制）と分散（フラットな事業部制）を繰り返す。具体的には、1951

年の営業本部、1954 年の事業本部制、また 1975 年の総括事業本部制に代表される事業の

集中、逆に 1964 年のフラットな 47 事業部制、1975 年からの分社化等の事業の分散が挙

げられる。 

1970 年代後半になると、社内外の環境変化に伴う潜在的なリスクが拡大していく。一つ

目として、あまりに多くなった事業部の存在である。1974 年にはピークの 65 事業部から

なり、社長が統括するにはかなり無理のある状況にあった。二つ目として、量販店やスー

パーといった各種「非系列」流通チャネルの急速な台頭がある。国内で最大規模の系列販

売店網を持つ松下電器産業にとって、新たな販売チャネル、情報収集パワーの台頭は今後

の事業運営を行ううえで、リスクが徐々に拡大していく。 

 

                                                      
 
13  1964 年の「熱海会談」も東京オリンピック後の景気の急速な後退期に開かれた。 
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（3） 変革試行期（1985 年～1999 年） 

1980 年代中ごろになると、多数の事業部組織の運営、「非系列」流通チャネルの台頭に

加え、製品のデジタル化、システム化の新たな環境変化の波が押し寄せる。松下電器産業

は、販売面、技術面、組織面でそれぞれ大きな課題を持つこととなる。1985 年以降の約

15 年間、各種の改革を実行してきたが、必ずしもその後の成長に貢献しているとは言い難

い。以下に試行期の改革面の動きを整理する。 

まず販売面の課題として、量販店やスーパーなどといった各種の「非系列」流通チャネ

ルの急速な台頭が挙げられる。国内の家電販売で、1972 年には 15%弱だったものが、1979

年には 30%、1985 年には 50%ほどに拡大している14。また、複数メーカーの商品が同じ

場所に展示される量販店において、松下電器産業の商品は、商品の特徴の乏しさから顧客

に選択されないケースも増えてきた。 

このような環境変化に対し、成長期の強みであり、一時期は約 30,000 店近くにまで達

した国内最大の系列販売店網を保持しているために、販売面の組織改革が後手にまわる結

果となる。また、製販一体を基本とする事業部制のために、会社として総合力をもって、

巨大な流通チャネルに対抗することが難しい面もあった。1990 年代になると、いくつかの

施策が試みられた。例えば、量販店の対策として、1990 年に販売会社を子会社化し LEC

（ライフ・エレクトロニクス・コーポレーション）に再編、同年に MTM（マーケット・

オリエンテッド・トータル・マネジメント）システム導入し量販店への製品供給の最適化

を試行した。また、系列販売店に対する対策として、1992 年に有力販売店の選定を意識し

た、「ナショナル店会」から「MAST（マーケット・オリエンテッド・エース・ショップ・

チーム）」への再編を試行した。これらの施策は形式的な組織の変更に留まり、大きな成果

を得るには至らなかった。 

次に、技術面の課題を取り上げる。家電業界では、製品のデジタル化、システム化、ま

た製品ライフサイクルの短命化が 1990 年代の特徴となる。製品のデジタル化、システム

化により、ソフトウェア面を中心として、製品開発にかかる負荷が増えると同時に、技術

要素間の連携の必要性が高まってきた。また、装置産業である半導体製造は量産効果の必

要性から、工場の投資も大型化する傾向にある。松下電器産業のように細分化された事業

部組織は、「経営資源の分散と重複の典型」15といえ、短期間に他社より魅力的な製品を開

発、生産することが難しかった。 

このような環境変化に対し、人員面のミスマッチもあって、必要な技術戦略が計画的に

行われてきた。1990 年代後半から、人材の異動も含めて、重点事業に対する集中的な経営

資源の展開と事業組織の一元化の流れがある。1997 年には半導体開発本部を設置し、シス

                                                      
 
14  下谷,1998,P.203 を参照 
15  中村,2005、長田,2008,P.155 より 
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テム LSI への経営資源の集中が行われている。同じく、1997 年には、細分化された事業

部の再編のため、社内分社制（AVC、電化・住設、エアコン、モーター）をスタートする

とともに、AVC 社に「融合商品企画室」の設置や、PDP 関連事業の一元化を行っている。

2000 年には、新井工場（システム LSI）建設や、茨木テレビ工場の PDP 工場への転換を

発表している。 

これらの技術面の施策は、近年のヒット商品を生み出す技術力の蓄積という意味で、重

要な施策と考えられる。ただし、1990 年代に、必ずしもヒット商品が次々と生まれてきた

わけではない。例えばテレビ事業において、1996 年のソニー社のフラット管テレビ「ベガ」

のヒットに対し、松下電器産業は 2 年近く遅れをとっている16。家電量販店では、多数の

製品の中から松下電器産業の製品が選択される、魅力的な製品の提供が必要となるが、実

際ヒット商品が少なかったのは、技術力が不足するというより、事業部制において、市場

から遠い製造部門に主導権が与えられるという、企業文化的なものに問題があったかもし

れない。 

以上のように、販売面、技術面の環境変化に対し、経営資源の分散・重複をもたらす事

業部制の課題が認識されている。中村（2005）は、1990 年代半ばのデジタルカメラの撤

退を、「まさに経営資源の分散と重複の典型といえる商品企画で、結局成功に至らず、撤退

を余儀なくされた」と振り返っている。「規格大量生産・大量販売という二〇世紀型の加工

組立型製造業で成功」からの脱却が求められる。 

なお、1990 年代を中心とした変革試行期は、施策の多くは成果を生み出すことはなかっ

たが、成功を収めた施策もあることを付け加えておく。デジタル技術、システム技術への

集中投資の他に、米国 AVC 社の SCM17や、電化・住設社の販売体制改革等、2000 年以降

につながる施策もいくつかある。 

 

（4） 「創生 21 計画」期（2000 年～2003 年） 

2000 年 6 月、中村邦夫氏が松下電器産業社長（現会長）に就任する。2001 年 1 月に「創

生 21」中期計画を発表し、その前後からさまざまな施策が実行される。「創生 21」中期計

画、および、続く「躍進 21」中期計画では、「創造と破壊」、「超・製造業」、「お客様本位

の価値創造」、「ボリューム領域での寡占」等、基本的な考え方が示されている。 

「創生 21 計画」にて実施された改革テーマを図１２に示す。 

                                                      
 
16  伊丹,2007,P.203 より 
17  当時、中村邦夫氏が米国パナソニックの社長として、SCM の検討を指揮した。 
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図１２ 「創生２１計画」改革 

「アニュアルレポート 2003」 より 

 

本稿では、数多くの施策の中で、以下の７つについて取り上げる。 

(a) グループ会社の再編 

グループ内の子会社を吸収し、事業の再編を従来の松下電器産業本体だけではなく、

グループ全体にも拡大する 

(b) 技術の集中と選択・V 商品 

「コア技術プラットフォーム」、「戦略商品群プラットフォーム」、ブラックボック

ス化、V 商品など、研究・開発資源を成長分野に集中 

(c) 国内家電流通改革、系列小売店の選別 

現代の流通環境を意識し、国内家電流通改革による機能集約的なマーケティング・

営業組織、製造側との力関係の逆転、SPS 制度 

(d) 「モノづくり改革」早期市場投入 

販売サイドに適した SCM の構築、市場への早期製品投入、セル生産の拡大 

(e) フラット＆ウェブ型組織 

部課制度を廃止し「軽くて速い」組織体系、「フラット＆ウェブ型組織」 

(f) IT 革新の推進 

民生 SCM、デジタルものづくり、調達革新等 

 

(a) グループ会社の再編 

2000 年当時、松下電器産業は数多くの事業部を抱え、また 1970 年代の分社化や旧来か
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らの子会社の存在により、松下電器産業本体だけではなく、子会社間でも事業の重複が多

数見られた。特に、デジタル製品開発は商品ライフサイクルが短く、かつ、大量の経営資

源を必要とするため、組織間で経営資源が分散されることは致命的な問題といえる。以前

から、再編の必要性は認識されたものの、実際に十分な問題の解決が図られることはなか

った。 

2001 年、中村は、事業セグメントを AVC ネットワーク、アプライアンス、インダスト

リアル・イクイップメント、デバイスの４つに設定する。その後、2001 年 4 月に松下電

子工業を吸収し、2002 年 1 月に、松下通信工業、九州松下電器、松下寿電子工業、松下

精工、松下電送システムのグループ会社 5 社を完全子会社化することを発表、2002 年 10

月には完全子会社化を完了する。2003 年 1 月にドメイン会社制をスタートし、先の４つ

の事業セグメントに加え、100 を超えた事業部を再編し、14 の事業ドメイン体制（図１３

参照）とする。ドメイン間の線引きが明確になり、経営資源重複の排除による事業の効率

化が狙いやすく、技術の高度化、製品の短サイクル化に対して、開発リソースの分散を回

避し、組織間の要素技術の結合が行われる。 

 

図１３ 松下電器産業事業ドメイン 

「アニュアルレポート 2002」 より 

ドメイン会社には、徹底した「エンパワーメント」（権限委譲）と「資本ガバナンス」を

進める。また、事業ドメイン会社は従来の単独・国内中心の考え方を一掃し、グローバル

連結によるキャッシュ・フロー重視の自主責任経営を展開することになる。賦課費体系18、

                                                      
 
18  従来の売上に比例した変動費を、本社が提供する役務に応じた固定額に変更 
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出資・配当制度19、CCM（キャピタル・コスト・マネジメント）とキャッシュ・フローに

よる業績評価20等、経営の仕組みが変更される。 

 

(b)  技術の集中と選択・V 商品 

製品開発は、家電量販店で売れることを目標に、目に見えない良さではなく、特徴が一

目でわかる先進性と、製品群トータルでの統一性を兼ね備えた商品デザインに強化してい

く。 

2002 年 2 月より、ボリュームゾーンで占有率 NO.1 を達成し、収益に貢献する強い「V

商品」21に経営資源が集中され、V 商品を主力として市場に投入していく。プラズマディ

スプレイテレビ、DVD 等当初 88 品目が V 商品として選定され、売上面に貢献する22。 

同時に、2002 年 4 月より開発プロセス革新プロジェクトが開始される。2002 年 12 月

には、プラットフォーム型開発体制発足、2003 年 4 月には 20 戦略商品群プラットフォー

ム体制が発足する。プラットフォーム型開発体制は、コア技術プラットフォーム開発体制

と戦略商品群プラットフォーム開発体制からなり、開発パワーが、差別化技術、戦略商品

へ集中的に投入される23。また本社 R＆D 部門では、事業化までの開発フェーズを細分化

して評価・管理を行うフェーズチェンジマネジメント（PCM）を導入し、独創的な開発テ

ーマの創出と先行開発テーマへのシフトを推進する。事業ドメイン会社の開発プロセスに

おいても、各開発フェーズで投資回収の視点に立った評価・管理を行う開発プロセスマネ

ジメント革新（DPIM）を導入し、商品開発期間の大幅な短縮を実現した。 

 

(c) 国内家電流通改革 

2001 年 1 月に家電営業改革を発表する。2001 年 4 月に、事業部の営業部門、家電・情

報営業本部、LEC 本部、宣伝事業部を解消し、新たにパナソニックマーケティング本部、

ナショナルマーケティング本部、家電流通本部を設置する。旧来は、事業部が独自に宣伝

広告を行っていたが、その機能は両マーケティング組織に統合されることにより、注力す

べき製品に広告宣伝費が配分されることになった。広告宣伝を製品発売時期に集中できる

ため、ブランド認知度を高めることにも貢献している。 

また、マーケティング本部は在庫負担の責任を負うが買い取り拒否の権限もあるという

                                                      
 
19  本社に支払う配当基準を各社の連結株主資本に対する一定率とし、赤字でも徴収 
20  資本収益性を表す CCM と資金創出力を表すキャッシュ・フローを 50%ずつ評価 
21  2005 年アニュアルレポートでは、「ブラックボックス技術をもち、環境に配慮した商品であり、

ユニバーサルデザインの点で際立った」の 3 点が付け加えられる。 
22  2002 年度は目標とする 1 兆円の売り上げを達成する。（2003 年アニュアルレポートより） 
23  「分社・関係会社の枠を超えた「集中型」の開発体制で、開発パワーの一元的なマネジメントを

可能にします。これにより、成長の牽引役である戦略商品群の開発に注力できるようになった。」

アニュアルレポート 2003 より 
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「商品買取制」が導入される。販売側が市場に受け入れられる機能、価格の製品のみ買い

取ることとなるため、製造側との力関係が逆転し、販売側が製品開発・投入に大きな力を

持つことになる。また、量販店は直接マーケティング本部が対応することにより、事業運

営の主導権がマーケティング本部に移ることとなった。 

系列小売店については、2003 年 4 月に「ナショナル・パナソニックの会」に代わり「ス

ーパープロショップ（SPS）制度」が導入される。系列小売店との関係については、旧来

の「共存共栄」ではなく、「平等から公平へ」と意味合いが変更され、5000 店程度の意欲

ある小売店にて再組織化されることになった。この制度は、努力している小売店を支援す

る仕組みとされ、重点商品の販売目標達成時の感謝金や、顧客管理やチラシ作製などの専

門的な研修が実施される。本制度実施後、2003 年以降は系列販売店の売上が下げ止ること

になる。 

 

(d) 「モノづくり改革」早期市場投入 

IT 面、営業面の改革と並行して、SCM の導入による、週単位の生産・出荷を実現する

ウイークリー・マネジメントの構築を順次進める。これは、市場と同期するモノづくりを

実現する、軽くてフレキシブルなサプライチェーンの構築を目標としている。2003 年以降

の棚卸資産回転率の改善は、本施策が大きく貢献していると考えられる。 

また、設計の共通プラットフォーム化をベースに、IT を駆使して、開発・設計、部材調

達、製造から販売までの時間軸を大幅に短縮する改革を進めている。共通プラットフォー

ムの採用により、製品そのものの部品点数を削減できると同時に、生産自体を簡素化でき、

コスト面、生産リードタイム面で大きなメリットを生んでいる。生産方式も、2003 年には

組み立て工程を中心にセル生産の導入をほぼ完了しており、導入した工場では 1 人当たり

の生産性は約 9 割向上、リードタイムは約 4 割短縮、設備投資は従来比約 3 分の 1 になる

という大きな成果を得ている24。 

なお、製品化までのリードタイムを短縮し、他社に先駆け、市場へ早期に十分な量の製

品を投入（図５参照）できることは、売上、利益率、ブランド認知度に対して大きな意味

を持つ。国内では家電製品が売れるタイミング、例えば、ボーナス、クリスマス、入学・

入社時期等が固定化されているので、他社より優れた機能を組み込んだ製品を早期に製品

化、量産化し、他社よりも早く市場に投入できることは大きな意味を持つ。これらのタイ

ミングにおいて、商品投入の遅延または機能不足、生産量の不足は、他社製品に対して大

きなビハインドとなる。 

並行して、工場に対する大規模投資を実行し、量産効果によるコスト低減を行っている。

2001 年 9 月に茨木 PDP 工場を増強、2002 年 5 月に茨木第 2 工場へ 600 億円投資、2003

                                                      
 
24  アニュアルレポート 2003 より 
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年 12 月に魚津工場（システム LSI 工場）の建設を発表している。また、2000 年 10 月に

東レとの合弁会社の松下プラズマディスプレイを設立、2003 年 4 月には CRT 事業で松下

東芝映像ディスプレイを設立するなど、他社との協業も並行して行われている。 

 

(e)  フラット＆ウェブ型組織 

中村は、雇用構造面の改革も進める。1990 年代は余剰人員の再配置で雇用を守っていた

が、2000 年には人件費が経営を圧迫する状況にあった25。2000 年末に雇用構造改革プロ

ジェクトを発足し、2001 年 3 月に早期退職優遇制度導入、8 月より募集を始める。2002

年 1 月にグループ 8 万人のうち 1 万 3000 人（全社員の 16%）が本制度に応募する。人員

削減に対して、非常に巨額の資金を投入したこともあり、比較的順調に雇用面の調整が推

移した。 

2001 年 4 月には部課長制を廃止し、組織のフラット化、スピーディな意思決定を進め

る。古い慣習にとらわれない若返った組織として生まれ変わり、中村は、新しい組織の形

を「フラット＆ウェブ型」組織と呼び、「軽くて速い」松下を目指す。早期の雇用面の対策

の実施が、その後の各種改革の推進に大きな成果をもたらしたと考えられる。 

 

(f)  IT 革新の推進 

中村は、「IT 革新なくして経営革新なし」とし、自ら IT 革新本部長となり、改革を進め

る。IT を駆使することにより、先に述べた「市場直結型ものづくり確立」、「世界にない独

自技術の開発とその早期製品化」を目指す26。 

中村は、社長に就任する以前に、米国 AVC 社の SCM プロジェクトで成功を収める。そ

の経験もあり、中村(2002)は、「私はいくつかのアメリカ企業の衰退から復活への過程を目

の当たりにしたが、その復活のカギを握ったのが、IT による企業革新である」、また、中

村(2005)では「アメリカはすでにさまざまな IT 革新を成し遂げたのに対して、日本は緒に

ついたばかりなのだ。しかし裏返せば、まだまだ革新の余地が残されているということで

はないだろうか」と述べている。 

中村が実施した IT 改革とその成果は図１４のようになる。各種 IT 革新テーマに巨額の

投資を行い、その成果を得ている。 

 

                                                      
 
25  伊丹,2007,P22 に詳しい 
26  中村,2005 より 
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図１４ IT 革新テーマとその効果 

日経情報ストラテジー 2006 月 7 月号 p.197 より 

なお、IT 面の革新テーマは、製品開発、調達、サプライチェーン、販売等、幅広い業務

領域に投資が行われているようであるが、早期市場投入、在庫削減、社員のコミュニケー

ション改善等、改革が目指す目標に対して重点的に投資が行われているのが特徴である。

会社の改革の方向性と、IT 投資の内容が一致していることを付け加えておく。 

 

（5） 「躍進 21 計画」期（2004 年～2006 年） 

続く「躍進 21 計画」は、「成長事業の加速」と「経営体質の強化」を軸に活動を進める。

「躍進 21 計画」は、ほぼ「創生 21 計画」の延長線上にあると言える。また、本期は、「創

生 21 計画」の成果が、表れてくる期間でもある。 

中村(2005)は市場をオセロ・ゲームにたとえ、「デジタル製品の市場競争では、独創的な

技術を採用し、お客様のニーズを顕在化させる特徴が出せれば、まるでオセロ・ゲームの

ように一瞬にして局面を変えることができる」と表現する。「市場直結型ものづくり確立」、

「世界にない独自技術の開発とその早期製品化」の成果が発揮された27。 

 

「躍進 21 計画」期活動のポイントを以下にまとめる。 

(a) 松下電工の吸収 

2003 年 12 月、松下電工（株）と包括的協業関係を構築することに基本合意し、そ

の後同社株式に対する公開買付けを経て、2004 年 4 月 1 日付で同社及びそのグル

                                                      
 
27  図７ 経常利益率の、図８ 総資産回転率を参照。 
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ープ会社を連結子会社化する。 

(b) V 商品、コラボ V 商品 

テレビ（VIERA）、デジタルカメラ（LUMIX）等、V 商品のヒット、また、松下

電工と共同で商品開発（コラボ V 商品）を行う。また、商品間のデザインの共通

化を意識すると同時に、ユニバーサルデザインを採用する。（図１６参照） 

(c) ブラックボックス技術 

デバイス面の技術蓄積が進み、他社にない優位な技術「ブラックボックス技術」が

商品に生かされる。また、ユニフィエに代表されるプラットフォーム部品となるシ

ステム LSI 群が製品に組み込まれていく。（図１５参照） 

(d) 世界同時発売・垂直立上の加速 

海外での活動を重視し、主要な市場において製品発売を同時期に行う。 

 

 

図１５ デジタルカメラにおけるブラックボックス技術 

「アニュアルレポート 2005」 より 
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図１６ 松下電工との融合、コラボ V 商品 

「アニュアルレポート 2005」 より 

 

「躍進 21 計画」期は順調に、売上、経常利益を伸す。2006 年 6 月には、大坪文雄氏が

社長に就任し、中村は会長となる。その後、大坪は GP3 中期計画を発表し、改革路線を継

続した事業運営を進めていく。 

 

 

第3節 創生 21 計画期・躍進 21 計画期の分析 
 

（1） 創生 21 計画期、躍進 21 計画期の差別化システム 

 

成長期と「創生 21 計画」期、「躍進 21 計画」期の事業活動を 表２に整理する。 

 

 表２ 成長期、創生 21、躍進 21 計画期の事業活動の比較 

 戦後～成長期 創生 21 計画期～躍進 21 計画期 

ビ ジ ネ ス モ デ

ル 

• 大量生産・大量販売 • ボリューム領域で寡占 

外部環境変化 • パワーがメーカーから量販店へ 
• 製品のデジタル化、高機能化、短サイクル化、システム化により、

製品開発負荷が増大 
販売・チャネル • 一般消費者 

• 系列販売網と協調を通じ販売

網を拡大 

• 一般消費者（企業向けも増えて

いるがここでは取り扱わない） 
• 系列販売網＋量販店（量販店重
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 戦後～成長期 創生 21 計画期～躍進 21 計画期 

• 宣伝広告重視（製品認知型） 視） 
• 市場への早期立ち上げ重視 
• 宣伝広告重視（ブランド訴求

型） 

製品・技術 • 他社のヒット商品に素早くキ

ャッチアップ 
• 他社より、安く、高品質で 
• 製品ラインに穴があかないこ

とを重視 

• 目立つ製品、目立つ機能（独自

技術）、かつ他社より、安く、

高品質で 
• 開発リソースの集中と複数部

門の連携重視 
重視する指標 • 売上高 

• 利益率 

• 売上高 
• 利益率 
• キャッシュ・フロー 
• 資産回転率、棚卸資産回転率 
• 投資効率（CCM） 

活動水準指標 
（ 業 務 上 重 視

する指標） 

• 大量販売 
• 製品魅力度（主に価格、品質） 
• 製造原価（販売単価） 

• 製品魅力度（主に機能、デザイ

ン） 
• 製造原価（販売単価） 
• 市場製品投入 L/T 
• 需要柔軟性（棚卸資産回転率）

（注）下線部は、事業戦略、指標等に違いが見られる点 

 

販売面、技術面の環境変化をうけ、成長期の「大量生産・大量販売」から、「ボリューム

ゾーンで寡占」へとビジネスモデルが変化している。それに伴い、販売面、生産・技術面

の事業戦略も大きな変化が見られる。これに伴い、活動水準指標（業務上重視する指標、

精度）も製品魅力度（機能、デザイン）、市場製品投入リードタイム、需要柔軟性へと変化

している。 

以下に「創生 21 計画」期の差別化システム図を図１７に示す。 
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先端の製品を生み出す

製品開発力

潤沢な資金力

グループ制による

フラットな組織構造

高い半導体・システムLSI
のデジタル技術力

V商品へ集中した

製品開発

系列小売店網

重複の少ない

ドメイン会社による事業運営

マーケティング組織による

集中的な宣伝・販促

ウイークリー

SCM

最先端のLSI、PDP
工場

セル生産

デジタルモノづくり

技術マネジメントの
仕組み

グループ売上

製品魅力度

市場製品
投入L/T

ブランド認知度

利益率

在庫回転率

需要柔軟性

製品原価

キーパーツの

大量生産

広く市場をカバーする

SPS制度

適時製品投入

効率的な補充

早期市場立上

資源 活動 差別化（活動水準） （成果）

V商品開発

グループ共通

情報基盤（会計、インフラ）

量的拡大

情報システム
が関与

新しく追加
質的向上

重点活動 経営指標
の変化  

図１７ 「創生 21 計画」期 差別化システム図 

 

「創生 21 計画」期の差別化システム図では、「V 商品開発」、「早期市場立上」、「効率的

な補充」の３つの「仕組」が見られる。 

続いて、「躍進 21 計画」期の差別化システム図を図１８に示す。 
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先端の製品を生み出す

製品開発力

潤沢な資金力

グループ制による

フラットな組織構造

汎用LSI
ブラックボックス技術

V商品へ集中した製品開発
（コラボV商品含む）

系列小売店網

重複の少ない

ドメイン会社による事業運営
（電工含む）

マーケティング組織による

集中的な宣伝・販促

ウイークリー

SCM

最先端のLSI、PDP
工場

Nextセル生産

デジタルモノづくり

技術マネジメントの
仕組み

グループ売上

製品魅力度

市場製品
投入L/T

ブランド認知度

利益率

在庫回転率

需要柔軟性

製品原価

キーパーツの

大量生産

広く市場をカバーする

SPS制度

市場への

垂直立ち上げ

効率的な補充

市場垂直立上

差別化（活動水準） （成果）資源 活動

V商品開発

グループ共通

情報基盤（会計、インフラ）

量的拡大

情報システム
が関与

新しく追加
質的向上

重点活動 経営指標
の変化  

図１８ 「躍進 21 計画」期 差別化システム図 

 

差別化システム図は、「創生 21 計画」期と大きな違いはない。資源、活動の置換、また

は質的向上が見られる点と、「早期市場立上」の「仕組」が「市場垂直立上」へと発展した

点にある。 

各「仕組」と経営指標の関係をまとめると表３のようになる。各種経営指標に直接的、

間接的に広く効果があることがわかる。 

表３ 創生 21、躍進 21 計画期の事業活動の比較 

「仕組」 活動水準指標 利益率 売上 在庫回転率 ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ認知

V 商品開発  製品魅力度 価格の維持 ヒット商品 （安定した売

れ筋商品の需

要） 

ヒット商品 

早期市場立上

市場垂直立上 

 製品魅力度 

 市場製品 

投入 L/T 

価格の維持 他社より早期

に新製品投入

できる効果 

売れるタイミ

ングでの製品

市場投入 

他社より早期

に新製品投入

できる効果 

効率的な補充  需要柔軟性 

 製品原価 

廃棄ロスの 

低減 

機会ロスの 

低減 

市場への 

柔軟性 

（なし） 
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「創生 21 計画」期との比較において、変革試行期の差別化システム図を図１９に示す。

ここでは、「創生 21 計画」期をベースに、以前から存在した資源・活動のみを実線、当時

なかった資源活動を破線で示し、変革試行期に行われた主要な施策についても書き加える。

なお、変革試行期は新たな経営環境の変化に試行錯誤した期間のため、目指す活動水準指

標、成果は同じものを用いた。 

先端の製品を生み出す

製品開発力

潤沢な資金力

グループ制による

フラットな組織構造

高い半導体・システムLSI
のデジタル技術力

V商品へ集中した

製品開発

系列小売店網

重複の少ない

ドメイン会社による事業運営

マーケティング組織による

集中的な宣伝・販促

ウイークリー

SCM

最先端のLSI、PDP
工場

セル生産

デジタルモノづくり

技術マネジメントの
仕組み

グループ売上

製品魅力度

市場製品
投入L/T

ブランド認知度

利益率

在庫回転率

需要柔軟性

製品原価

キーパーツの

生産体制

広く市場をカバーする

SPS制度

適時製品投入

資源 活動 差別化（活動水準） （成果）

× 本部制、社
内分社等を実施

× MAST制度

○ 米国SCM、
× MTMの実施

○ 工場の転換

新設工場着工

○ デジタル化
への技術方針

グループ共通

情報基盤（会計、インフラ）

○ 会計、インフ
ラの標準化着手

○ 電化・住設社の
営業組織集約、量
販店に向けた対策

量的拡大

情報システム
が関与

新しく追加
質的向上

重点活動 経営指標
の変化  

図１９ 「創生 21 計画」期との比較における変革試行期の差別化システム図 

 

（2） 情報システムと差別化システム 

根来・向（2007）、向・根来（2007）、Mukai and Negoro(2009)では、情報システムは

活動水準指標（精度）、および経営成果に対して間接的であることを示してきた。創生 21、

躍進 21 計画期の両差別化システム図からも、同様のことが言える。 

松下電器産業のケースにおいて、情報技術や情報システムそのものに特殊なものはない

と考える。ただし、情報システムをうまく使うには、業務プロセスの設計やその実行にお

いて、優れた組織的能力を必要とするものが多い。 

例えば、グローバル情報基盤としての会計システム（MEGAS）は、非常に多くの子会

社の業績を収集・分析する必要があり、ウイークリーSCM（週次での生販計画・指示）を

実現する民生 SCM は、垂直立ち上げ、市場柔軟性を意識した製品の補充が達成される必

要があり、また、デジタルものづくりは最先端の 3D-CAD 等、特殊な能力を必要とする。
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情報技術や情報システム自体は模倣することも可能と考えるが、松下電器産業の差別化シ

ステム図に見られるように、事業活動とうまくマッチさせながら情報システムを活用する

には、かなりの使いこなしの能力28が必要と言える。これらの能力が組み合わされた情報

システムは「仕組」とも関係が深い。民生 SCM は効率的な補充や市場垂直立上の「仕組」、

デジタルものづくりは V 商品開発の「仕組」内に組み込まれている。差別化システム図に

は明示していないものの、「仕組」内の情報システムと関連する活動は、情報システムを使

いこなす能力も組み合わせて持っていると考えるのが適切である。 

以上、根来・向（2007）、向・根来（2007）、Mukai and Negoro(2009)と同様、松下電

器産業においても、差別化は、情報システム単独ではなく、情報システムが組み込まれた

「仕組」が重要な役割を持つ。また、情報システムの有効性が発揮されるためには、情報

システムをビジネスシステムの要素として組み込み、情報システムを活用する能力が重要

となる29。 

 

（3） 差別化システムとビジネスシステムの再帰的強化の構造 

次に、各差別化システム上の資源、活動について分析を行う。 

「創生 21 計画」期（図１７）、変革試行期（図１９）の差別化システム図から、資源に

ついては、改革以前に投資した最先端の工場、およびデジタル・システム技術の開発力が

基礎となっていることがわかる。変革以前より、工場や製品開発力を、最新の技術動向に

キャッチアップさせてきたことがその後の優位性に大きな影響を持っている。 

ただし、2000 年時点では、他社製品と比較する限りにおいて、技術開発力に何らかの優

位性があったとは言いきれない。例えば、フラット菅テレビの開発のように、主力商品ジ

ャンルで他社に出遅れた例もある。ブラックボックス技術、また統合プラットフォーム（ユ

ニフィエ）等を生み出した、優位性を持つ技術開発力は、「躍進 21 計画」期（図１８）に

飛躍的に成長したものであり、「創生 21 計画」期における集中的な技術投資を通じて、差

別化の一要素として、質的に向上していったと考えられる。 

活動については、「創生 21 計画」期を境として、旧来のものは破棄され、新たな活動が

組み込まれている。変革前に何度も施行された、重複のある組織、及び全方位的な系列販

売網との協調体制の破棄が、「創生 21 計画」期に実行される。また、経営資源を集中・連

携しやすい組織運営とともに、量販店の重視のマーケティング、SCM、技術開発管理等の

活動が追加され、活動水準指標に対して有効な「仕組」が形作られる。すなわち、以前か

らある資源が新たな活動と組み合されることによって、目指す活動水準指標に対して「仕

                                                      
 
28  IT 技術を使いこなす組織能力については、平野(2007)等いくつかの研究成果がある。 
29  能力には、情報システムを使う能力と情報システムをビジネスシステムに組み込む能力の 2 点

があると考えるが、事例研究からは情報システムを使う能力の言及にとどめる。ビジネスシステ

ムに組み込む能力に関する研究は、情報システム構築に関する研究に譲りたい。 
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組」として機能を始めたことになる。 

同時期に、差別化から活動、資源への逆方向の因果関係も機能を始める。「創生 21 計画」

期（図１７）から「躍進 21 計画」期（図１８）にかけて、ビジネスシステムを特徴づけ

る資源を、質的に強化、または優位な資源・活動へと置き換えていく逆方向の因果関係が

いくつか存在する。このような逆因果構造による再帰的な「仕組」、また差別化システム全

体の強化の構造は、ビジネスシステム全体に安定的な成長30をもたらしている。 

図２０に、例として「V 商品開発」の仕組と再帰的強化構造31の概念図を示す。 

 

技術マネジメントの

しくみ

ブラックボックス技術

技術開発力

V商品へ集中した

製品開発

成長分野の
技術開発力の蓄積

ブランド認知度

売上向上

資源集中へのインセンティブ

優位な要素技術

競争力のある製品

経営資源の集中

経営資源の集中

最先端のLSI、PDP
工場

資金力

競争力のある
部品の生産

資源 活動 差別化

製品魅力度

 

図２０ 「V 商品開発」の仕組、再帰的強化構造の概念図 

 

図２０では、「ブランド認知度の向上→技術マネジメントのしくみ→V 商品への開発・販

売リソースの集中が加速→ブランド認知度の向上」、また、「売上向上からの資金力の裏付

け→先端工場、技術開発への投資→V 商品製品開発→製品魅力度→売上向上」等が、ビジ

ネスシステム全体に好循環を生む構造となっている。 

事例より、逆因果関係をいくつかに分類することが可能である。 

                                                      
 
30  「創生 21 計画」、「躍進 21 計画」の期間は、市場、技術の変化が断絶的なわけではない。ここ

での安定的な成長とは、ゆるやかな環境変化における適応を意味している。 
31  根来・向（2007）、向・根来（2007,2009）では再帰的な構造を、ループ構造と定義した。本稿

では、単純に同じところを周回するループの意味と区別するため、再帰的効果構造という言葉を

用いた。 
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① 活動に有意性を与えるポジティブフィードバック 

 ブランド認知度 → 技術マネジメントのしくみ 

② 資源投資へのインセンティブ 

 売上向上 → 最先端工場、製品開発への投資 

③ 特定能力の質的向上 

 V 商品へ集中した製品開発 → 技術開発力 

本事例のみで、逆因果関係を一般化することには無理があるが、「仕組」内で、資源、活

動が強化されるビジネスシスの構造は注目に値する。根来・向（2007）のセブン-イレブ

ンの差別化システム上からも、同様の逆因果構造が読み取ることが可能である。差別化シ

ステム上に存在する逆因果関係の分類については、ここでは一般化を避け、再帰的強化構

造の存在を言及するに留める。今後の研究課題としたい。 

 

まとめると、松下電器産業の事例では、差別化の出発点となる資源（デジタル技術力）

の存在が前提にあった。その後「仕組」が機能しだすことにより、差別化システム全体が

目的（差別化レイヤーの活動水準指標や成果、例えばブランド認知度）への整合性が生ま

れ、資源がうまく差別化に貢献することになる。さらに、差別化システムが成果を生みだ

すと、「仕組」の効力性が認知され、「仕組」と連携した資源、活動を強化するインセンテ

ィブ（逆方向の因果関係）が生まれる。成果やインセンティブは差別化システム自体、ま

た要素そのものを強化・発展させる再帰的強化構造となり、特に、資源（特に能力）の優

位性がこの「仕組」を介して経路的に増していく。 

ある意味、企業の変革期において、全くゼロからビジネスシステムが再構築されるとは

考えにくい。変革に成功した企業はある程度過去の資産を引き継いでいると考えるのが妥

当である。最後に、差別化システム内の資源、活動の変化と、変化を支える合理的枠組み

について述べる。 

 

（4） 資源・活動の変化・蓄積に対する合理的枠組み 

変革試行期からの、資源、活動の変化を追うと「創生 21 計画」期を境として、要素の

変化が、漸進的に質が変化するものと、断続的に置換されていくものがあることがわかる。 

漸進的に変化するものとして、技術開発力に代表される「能力（ケイパビリティ）」、つ

まり無形の資源が挙げられる。能力は、実際の組織の活動を通じて習熟度が増すものであ

り（Levitt and March,1988）、一足飛びに獲得される資源ではない。つまり、企業に特殊

な能力については市場取引が難しく、人に固定化しやすい。能力に関する過去の研究では、

能力に代表される無形の資源は、業務のルーティン32を介して歴史的に獲得されることが

                                                      
 
32 ここではルーティンをパターン化された業務として扱う。その他の定義は Becker(2004)に詳しい。 
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述べられている（Nelson and Winter, 1982、Teece,1997）。 

同様に、根来・向（2007）のセブン-イレブンの事例における、発注行為、商品企画を

後方から支援する POS データも、長期間にわたるデータの蓄積を経て優位性が獲得され

たものであり、その他ブランド価値等も漸進的に変化する資源であることを付け加えてお

く。 

対して、断続的な変化を行う要素として、活動、および、有形の資源が挙げられる。事

例では、「創生 21 計画」期を境として、活動の多くが置換され、ビジネスシステムとして

大きく変化している33。同一の事業の方向性を持つ「躍進 21 計画」期においても、「市場

の垂直立上」のように、一部の活動が、内部のタスクを置き換えることにより、そこから

得られる活動水準を向上させている。事例にあるように、活動は、優位な方法が見つかれ

ば、合目的的34に変更されていく可能性が高い。 

また、活動だけでなく、工場に代表される有形の資源についても、断続的な置換が行わ

れる。獲得には時間がかかるものが多いが、合理性があれば追加、または置き換えがなさ

れるだろう。 

表４に差別化システムの変化のプロセスをまとめる。 

 

表４ 差別化システム 要素の変化のプロセス 

 漸進的変化 断続的変化 

短期間で変化 なし 活動 

（変化の合理性） 

中長期で変化 無形資源 

（活動を通じて経路的に蓄積）

有形資源 

（変化の合理性） 

（補足） 表下段の括弧内に、変化の理由を示す。 

 

企業のビジネスシステムにおいて、「仕組」の狙う活動水準指標が同じものを意図してい

ることを前提として、活動水準向上のために活動、有形資産は、変化の合理性があれば置

き換えられ、新たな要素の有効性により差別化の度合いが決まってくる。対して、能力に

代表される無形の資源は自社で時間をかけて蓄積していく必要があり、合理性が想定でき

たからといってすぐに獲得できるものではない。無形の資源の獲得は、歴史的な蓄積の経

路が必要となり、他社に対する資源の優位性を獲得するためには、組織学習論の観点から

                                                      
 
33  ここでは、企業の業務を、その業務の流れと、業務を行う人に分解して考える。業務の流れを

活動と置き、業務を行う人、すなわち業務を行う能力を資源と置く。活動の断続的な変化とは、

業務が流れる順序や、流れの中の一タスクを変化させることを言う。 
34  合理性は、事前に計画される場合もあるし、結果から事後的に合理的であると判断される場合

もある。 
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も、他社とは異なる水準の活動が必要と考えられる。 

以上から、資源と活動の組み合わせとしての「仕組」は、その役割を拡張して、活動、

有形資産の置換、無形資源の蓄積にも重要な枠組みを与えるとものと考えることができる。

図２１に、「仕組」と要素置き換えの合理的変化と資源蓄積をもたらす枠組みについて示す。 

 

有形資源
（最先端工場建設

システム投資）

無形資源
（技術力の向上）

活動
（市場垂直立ち上げ）

差別化・成果
（ブランド認知、売上）

利用する
蓄積する

有効性を増す

達成する

利用価値を高める

「仕組」による整合性

目的合理的な
変化を生み出す
インセンティブ

 

図２１ 要素置き換えの合理的変化、資源蓄積をもたらす枠組 

 

無形資源、有形資源、活動は、それぞれ表４に挙げるような異なる変化の仕方となるが、

「仕組」内では、それぞれが相互依存関係を保ちつつ、要素のアウトプットを向上させて

いる。事例からも、「仕組」のような差別化をもたらす資源・活動が連携して機能すること

で、目的に対する合理性が与えられる。以上を踏まえ、資源、活動が変化していく様子を

以下にまとめる。 

まず、活動は、資源と比較して変化することが容易35であり、環境の変化や、製品・サ

ービスの追加に対して、適切に置き換えていく必要がある。言い換えると、差別化を維持

                                                      
 
35  リーダシップ、組織文化による活動の変化の難しさもあるが、リーダシップ、組織文化はビジ

ネスシステム全体の変化の難しさを言う場合が多いので、ここでは活動の変化は容易とした。 
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するためには、「仕組」が支える合理性の枠組みの中で、「仕組」の外部の変化に対応して、

新たな活動によってアウトプットを向上させていく必要がある。 

対する無形資源は、市場取引が難しく、獲得には時間がかかる。また、「仕組」や活動と

も関係が深い。図２１に示すように、無形資源と活動の整合性がもたらされ、その組み合

わせが他社に対して優位性をもたらす「仕組」となった場合、その「仕組」を介して能力

の向上がもたらされる。 

一般的には、能力の質的向上は、”Learning by Doing”（実践による能力向上）によって

もたらされるという考え方があるが、どのような業務内容からも等しく優位な能力が生ま

れてくるわけではない。「仕組」のような優位性のある枠組みに中から生まれてくるとした

ほうが適切であろう36。 

以上、「仕組」がもたらす枠組みは、ビジネスシステムの変化を分析する上で、重要な視

点を与える。すなわち、長期的な差別化は、要素還元的にビジネスシステム上の単独の資

源や活動からもたらされるのではない。ビジネスシステムが優位性を発揮するためには、

要素間の整合性を維持させつつ、構成する要素に目的合理的な意味と資源蓄積の枠組みを

機能させながら、ビジネスシステムの優位性を維持・発展させていく必要がある。 

 

                                                      
 
36 「仕組」と資源はどちらが先に存在するのかという疑問があるが、差別化をもたらす以前に、レ

ベルが低いかもしれないが、業務を成立させるために活動や資源に相当する要素が存在する。こ

れらの活動や資源を基礎として、他社に対する優位なパフォーマンスの差異が認知された段階で、

「仕組」として特定することが可能となる。その意味で、資源と「仕組」はどちらが先というよ

り、ほぼ同時に発生すると言えるかもしれない。 
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第３章 まとめ 
 

松下電器産業の事例では、「創生 21」中期計画を境に、事業活動に大きな断絶が存在す

るが、既存の技術開発力をベースとして、V 商品開発、市場の早期立上に経営資源を集中

させることにより、業績の回復を見た。 

ここで、「仕組」は差別化に貢献するだけではなく、構成する資源や活動の変化のプロセ

スにも関係が深いことを述べた。例えば、V 商品開発という「仕組」の例に挙げられるよ

うに、「創生 21 計画」期以前の技術開発力が、ブラックボックス技術や統合プラットフォ

ームを生み出す技術開発力へと、質的に向上していく。「仕組」が介在することにより、資

源は、その優位性を飛躍的に向上させていると言える。 

事例から得た「仕組」の役割は、以下の３点となる。 

① 資源、活動の整合性より、企業に差別化をもたらす。 

② 活動、有形資源の置き換えに合理性をもたらす枠組みを提供する。 

③ 無形資源の質的向上を促進する資源蓄積の構造を提供する。 

 

松下電器産業のケースにおいて、差別化をもたらす技術開発力等の資源は、単に将来の

技術動向を睨んだ技術投資や、企業内に数多く存在するルーティンからの習熟的な組織学

習だけでは、偶然性の域を脱せず、他社との差異が発生した事由を説明することは難しい。

差別化に寄与する「仕組」が要素間に整合性をもたらす過程と同期して、関連する活動（ル

ーティン）が合目的に置き換えられ、そこで得られる組織学習や情報の蓄積を通じて、「仕

組」固有の資源の優位性が再帰的、経路的に増していくことが、他社にない差別化の要因

と考えられる。 

言い換えると、優位性のある資源、特に能力（ケイパビリティ）の獲得は、企業内に数

多く存在するルーティンからというより、「仕組」のように、企業内の特別なルーティンを

媒介して学習されたものと説明したほうが適切であろう。このような、成果・差別化と結

びついた「仕組」、またそこで蓄積される資源は、類似した行為、また情報技術に代表され

る他社と同様のツールを用いているようであっても、競争力を持つとともに、非常に模倣

困難性が高いものとなる。 
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